








4.1％

　沖縄県の公的施設活用率は34.9％で、全国を45.9ポイント下回っています（図表３）。沖縄県の民

間施設活用率は65.1％で、全国の約3.4倍です。

図表３：全国と沖縄県の放課後児童クラブ実施場所の比較（公的施設と民間施設）

出所：令和５年度こども家庭庁調査

　児童クラブの実施場所について、実施率が高い上位３つを比較すると、全国は学校の余裕教室

（27.3％）、学校敷地内専用施設（24.5％）、児童館・児童センター（9.2％）と、すべて公的施設である

のに対し、沖縄県は民家・アパート（30.4％）、空き店舗（16.7％）、民有地専用施設（16.4％）と、す

べて民間施設となっています（図表4）。

図表４：全国と沖縄県の放課後児童クラブ実施場所別の比較

出所：令和５年度こども家庭庁調査

放課後児童クラブの実施場所
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（１）公的施設と民間施設の活用率

（２）実施場所の比較
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　公立小学校在籍児童のうち、児童クラブに在籍している児童は25 ,107人で、前年度より1,239人

増えています（図表10）。1年生から6年生までの利用率は25 .7％で、前年度を1.5ポイント上回っ

ています。

　市町村ごとの児童クラブ利用率をみると、最も高いのは中城村の45.3％、次いで国頭村の40.9％、

金武町の 38.6％の順となっています。一方、利用率が最も低いのは読谷村の12.9％、次いで宮古島

市の14.9％、北谷町の16.8％の順となっています。

図表 10：児童クラブ在籍児童数と利用率
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（２）放課後児童クラブの在籍児童数と利用率　
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　沖縄県の月額利用料（保育料 + おやつ代など実費負担分）の全学年平均は 9,162 円で、前年度

より264円低くなっています（図表16）。

　月額利用料の全学年平均をみると、最も高いのが与那原町の 12,300 円、最も低いのは宜野座村

の2,500 円で、月額9,800 円 ( 年額 117,600 円 ) の差となっています。

前年度より月額利用料が増加したのは７市町村、減少したのは16市町村ありました。

図表 16：市町村別でみる月額利用料（平均）

① 月額利用料の県平均と市町村平均

利用料等保護者からの徴収金について2

（１）月額利用料について　
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　学年別に月額利用料をみると、最も高いのが１年生の 9,856 円、次いで２年生 9,675 円、3 年

生 9,407 円と学年が上がるごとに低くなっています（図表17）。また、１年生と６年生を比べると、

月額1,308 円 ( 年額 15,696 円 ) の差となっています。

　学年別の月額利用料の差額が最も大きかったのは、１年生で月額11,250 円（年額で135,000 円）

となっています（図表18）。

図表 17：学年別でみる県平均月額利用料【単位：円】

② 学年別の月額利用料

　公的施設と民間施設の月額利用料を比較すると、民間施設が全学年平均で 1,192 円高くなって

います（図表19）。学年別で比較すると、最も差が大きいのは１年生の1,572円（年額18,864円）

でした。

　次に、実施施設別で比較すると、全学年平均が最も高いのはその他（民）の 10,767 円、最も低

いのは公的施設利用の 6,876 円で、差額は月額 3,891 円 ( 年額 46,692 円 ) となっています（図

表20）。

図表 19：公的施設と民間施設の月額利用料【単位：円】

③ 実施施設別の月額利用料の比較
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図表 18：学年別でみる月額及び年額利用料の最高額と最低額【単位：円】



図表 20 ：実施施設種別の月額利用料　【単位：円】

【参考：実施施設種別の月額保育料（単位：円）】
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　月額保育料の全学年平均は 6,374 円で、前年度より 146 円低くなっています（図表 21）。市町

村別でみると、最も高いのは伊江村の 10,000 円、最も低いのは宜野座村の 1,400 円であり、月

額8,600円 ( 年額 103,200 円 ) となっています。

　また、前年度より保育料が増加したのは 10 市町村、減少したのは 14 市町村で、保育料の減少

幅が最も大きいのは名護市の1,925円となっています。

図表 21：市町村別でみる月額保育料（平均）（単位：円）
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（２）月額保育料　（利用料からおやつ代とその他経費を除いたもの）　　　



　おやつ代の全学年平均は1,492円で、前年度より21円低くなっています（図表22）。

　市町村別でみると、全学年平均の最高額はうるま市の 2,298 円、最低額は伊江村の 500 円で、

月額 1,798 円 ( 年額で 21,576 円 ) の差となっています。前年度よりおやつ代が増加したのは 7 市

町村（伊江村除く）、減少したのは14市町村でした。

図表 22：市町村別でみるおやつ代（単位：円）
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（３）おやつ代　　



　月額利用料の内、保育料とおやつ代以外の実費徴収の県平均は 1,297 円で、前年度より 96 円低

くなっています（図表23）。市町村別では、全学年平均の最高額は浦添市の4,072円、最低額は金武町・

伊江村・読谷村、嘉手納町の０円で、月額4,072円 (年額 48,864円 ) の差となっています。

図表 23：市町村別でみるその他経費（単位：円）
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（４）その他の経費　　　















図表 34：公的施設及び民間施設における建物の賃借料の有無

図表 35：公的施設及び民間施設における土地代の有無

　「賃借料あり」の割合が県平均（66.7％）を上回っている市町村は 11 か所、「土地代あり」が県

平均（11.1％）を上回っている市町村は10か所となっています（図表33、36）。

図表 36：賃借料の有無（市町村比較）
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　令和 4 年度の土地及び建物の賃借料の実績値を図表３７にまとめました。賃借料の県平均は

1,342,677 円、土地代の県平均は589,031 円でした。

図表 37：建物の賃借料及び土地代の年額平均（令和 4年度実績値）

（２）土地及び建物の賃借料（令和４年度実績）　　　　
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　令和４年度の国及び市町村からの賃借料補助（加算）の有無を尋ねたところ、国の補助を受けて

いる児童クラブは218か所（37.6％）、市町村の補助を受けている児童クラブは82か所（14.1％）、

補助なしが280か所（48.3％）という結果となりました（図表38）。

図表 38：賃借料補助（加算）の有無
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（３）賃借料補助の有無（令和４年度実績）　



　令和４年度の国及び市町村からの賃借料補助（加算）の補助交付額（平均）は、国の補助が

1,476,983 円、市町村の補助が1,103,979 円となっています（図表39）。

図表 39：賃借料補助交付額の市町村比較
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（４）賃借料補助交付額　　







3,3373,104
2,834
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1,946

　令和 5 年度、県内596 か所の児童クラブで働く職員数は 3,337 人で、前年度よりも233 人増、

増加率は7.5％、平成 28年度と比較すると1,599 人増となっています（図表46）。

図表 46：児童クラブで働く職員数の推移と増加率（平成 28年度から令和５年度）

① 児童クラブで働く職員数

図表 47：職員の年齢構成

　職員の年齢構成を尋ねたところ、最も割合が高い年代は 20代で 29.5％、次いで 30代 18.9％、

40代 17.0％の順となり、20代から 40代が全体の65.4％を占めています（図表47）。

　また、10代で6.4％、70 代以上が 4.2％となっており、職員の年齢構成は幅が広いことが分かり

ます。

② 職員の年齢構成
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（１）職員の就業状況について　
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図表 50：令和４年度と令和５年度の放課後児童支援員資格保持者の雇用形態

　児童クラブで働く職員の職種について尋ねたところ、最も割合が高い職種は、放課後児童支援員（認

定資格研修未受講者含む）で 55.0％、次いで補助員（認定資格研修の受講資格なし）の 32.9％、補

助員（認定資格研修の受講資格あり）の10.2％の順となっています（図表48）。

図表 48：職員の職種

図表 49：職員の雇用形態

③ 職員の職種

　職員の雇用形態について尋ねたところ、最も割合が高い雇用形態は正規雇用で41.6％、次いでパー

ト・アルバイトが41.2％、非正規雇用が16.1％、その他が1.1％という結果となりました（図表49）。

④ 職員の雇用形態

　放課後児童支援員認定資格取得者の令和４年度の雇用形態を調べたところ、正規雇用が 66.7％、

非正規雇用が16.3％、パート・アルバイトが15.4％、その他が1.5％となっています（図表50）。

⑤ 放課後児童支援員資格保持者の雇用形態　

33

沖
縄
県
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
実
施
内
容
等
調
査

第
2
章











市町村

図表 59：令和４年度正規（常勤）職員の年収と賞与の平均値と中央値（市町村別）

⑤ 令和４年度正規（常勤）職員の年収と賞与の平均値と中央値（市町村別）
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